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について論じ，ついで， í環境会計の測定視点」について，環境庁の r2000年報告J や各企業の
事例にそくして説述し，最後に，それらの問題点や今後の課題などについてみてみることにす
る。
なお， íアカウンタビリティ J については，すでに前著で詳述し，それに尽きるとも思われる
(3 ) 
が，最近，経営学の碩学・生駒道弘教授から有益な批判論文をいただいたので，これを機に私
(1) 環境庁『環境会計システムの確立に向けて (2000年報告).1平成立年 3 月， 6 ページ
( 2 ) 山上達人「環境会計の視座を考える 対証券市場か市民社会か」奈良産業大学経営学部創設
記念論文集， 1999年12月





















ウンタピリティは， í経済関係J (実質関係)と「契約関係J (形式関係)の交合関係，さらにい
えば，前者を基礎とした後者の外被関係として把握することが肝要で、ある。
〈表 1) からも明らかなように，従来の「企業財務会計j では， í経済的(市場取引的)アカ
ウンタビリティ j に基づく「法律的(強制的)アカウンタビリティ j がその成立基盤であった
が，企業概念の社会的変貌により， í地球環境会計J においては，それらがそれぞれ， í社会的
(非市場的)アカウンタビリティ J ， í倫理的(任意的)アカウンタビリティ」へと拡充される。
構築 社会関連会計の新しい展開』白桃書房， 1996年など。
( 4 ) 生駒道弘「環境会計のアカウンタピリティについて一一誰が誰に説明責任を負うのか? J 四国
大学経営情報研究所年報，第 5 号， 1999年12月














主所有が分裂して環境的所有が成立したと言うが，その実態は霧の中である Jo í もしこの所有
概念が成立しないならば，それを基礎として成立するとされる環境会計のアカウンタピリティ















→支配J (経済的アカウンタピリティ)から， í社会的・環境的所有→支配J (社会的・環境的ア
カウンタビリティ)への拡充がここでの主張点のひとつであるが，これは， í考え方と方向性j
を述べたもので，合意は「資本J (お金をもっている者)がこの世の中を所有・支配することか
( 6 ) 前掲生駒「環境会計のアカウンタピリティについてJ 30ページ
( 7 ) 前掲「生駒稿J 29ページ
( 8 ) 前掲「生駒稿J 30ページ

























体)が問題となり，それは，株主か? ，大株主か? ，経営者か? ，あるいは企業自体か? な
ど，例えば「経営者支配j や「財産なき支配J などが問題となる。いわば， ミクロ的な経営学
の領域である。ここまでは，現在の学問では認知されており，他方の「労働J についても，そ
れは賃労働者か? ，ホワイトカラーは? ，従業員? ，労働貴族は? など諸種の議論が行われ
ている現状にある。
上の「資本・労働J に対して， í環境J は，ようやく経済学レベルで、学問対象に入って来た段
階で， したがって，ミクロレベルでは，これからの問題であり，私見では，つぎの問題として，





































(12) 前掲拙稿「環境会計の視座を考える J 102ページ
(13) 前掲「生駒稿J 30ページ



























しようとしていることが第二の特徴と考えられる。すなわち， rコスト面J として， r環境保全
のための投資額及び費用額J (貨幣単位)， r効果面J として， r環境保全効果J (物量単位)と「環







(17) 環境庁『環境会計システムの確立に向けて (2000年報告)J 7 ページ
(18) 前掲環境庁 W2000年報告J 6 ページ

































上で述べたように，環境庁 W2000年報告J は，当然のことながら， í環境パフォーマンス J (環



























そして，このことは，例えば， r環境費用(コスト )J と「環境効果」との対比においても，




























まず， r貨幣単住の環境会計」については，すでに前稿で， IBM 社や富士通，松下電器などの



























なお，環境庁 r2000年報告』は，園部克彦『環境会計j (増補版)新世社 (2000年)をはじめ，
*印の著書に収録されているが，今後は各書に収められることとなろう。







この方式においては， í環境費用J と「環境効果J (金額効果)を把握するとともに， í環境負
荷総量」や「環境負荷削減量J をも捕捉したもの(リコー)で，そのほか， íエコエフィシェン































































D. ピアス他/和田訳『新しい環境経済学.J (第 3 ・ 4 章) ，ダイヤモンド社， 1994年
植田和弘『環境経済学』岩波書店(第 5 章)， 1996年
鷲田豊明『環境評価入門』勤草書房(第 3 章)， 1999年
栗山浩一『環境評価と環境会計』日本評論社 (part 2 ・ 3) ， 2000年など。






(認識・捕捉分) 官 4 [社会的費用の内部化]
状 環境対策費用












経済 もし環境対策 l 発生(マイナス) 実際は回避でき
効果 (費用)を，行って しただろう費用 負担なかった(企業にプラス)
経済 (かけて)いなかった i 発生(プラス) 実際は発生しているかも知れないが

















かったら J í発生(マイナス)しただろう費用がJ í実際は回避でき J í企業には負担がなかった





れる。すなわち，表からも理解できるように， í もし環境対策(費用)がなかったら J í発生(プ
ラス)しなかったであろフ便益がJ í実際は発生しているかも知れないがJ í企業には受益がな

















「環境負荷発生量 8 J, í貨幣値」としては， í環境保全コスト XJ í環境保全対策効果YJí利益・
付加価値ZJ などが重要で、ある。
『環境庁報告J では，このうち「環境負荷削減量/環境保全コスト J (A/X) と「利益・付加
価値/環境負荷発生総量J (Z/8) が取りあげられており，これは，前述したように，リコーを
(38) Cf.ICI “'Environmental Burden: The ICI Aρρroach" 1997. 
(39) 環境庁『報告j 27ページ。なお，最近，同庁から『事業者の環境パフォーマンス指標j (平成12
年10月)が発表されたが，物量指標が中心で，貨幣指標は皆無といってよく， í経営指標との関連




Y/X(費用対環境保全対策効果) y /Z(利益・付加価値対環境保全対策効果) (貨幣値比較}
Z/XC費用対収益) A/8C負荷削減量計算) (貨幣値比較) (物量値比較〉






例えば，物量値聞の比較指標としては， r環境負荷削減量/環境負荷発生総量J (A/B) など
が考えられ，貨幣値聞の比較指標としては，その短絡的な使用は慎むべきであり，また，前に
指摘したように， r環境保全効果J については慎重な取り扱いが必要ではあるが，表のように，






























































































































































































































































































































































































































































































































































































(2000年 9 月 30 日)














(43) なお，その後，環境庁から『環境報告書ガイドラインJ (平成12年11月)が発表された。 GRI の
"Sustainability RゆortingGuidelines" (1999) とともに今後の指針として重要視されるものと思わ
れるが， r環境会計」についての叙述はすくない。今後の検討課題であろう。
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